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１．国民の意識等
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１．学び直しの実施状況①（全体）

問 あなたは、学校を出て一度社会人となった後に、大学、大学院、短大、専門学校などの学校において学んだことがありま
すか。この中から1つだけお答えください。なお、正規の課程に限らず短期プログラムや公開講座など、学習の形態は問い
ません。

学び直しに関する国民の意識①（学び直しの実施状況①）

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査※

※全国２０歳以上の日本国籍を有する者３，０００人を対象とした抽出調査（有効回収率５５．１％）

➢ 社会人になった後も、学校（大学、大学院、短大、専門学校など）で学んだことがある（学んでい
る）人は、約１９％。 今後学んでみたいという人は、約３０％。

➢ 学んだことがある、今後学んでみたいという人の合計は、約４９％
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学び直しに関する国民の意識②（学び直しの実施状況②）

学んだことがある
（現在学んでいる）

学んだことはないが、
今後は学んでみたい

わからない
社会人となった経験がなく、

在学中である
学んだことはなく、今後も
学びたいとは思わない

（％）

（年齢別）

（男女別）

１．学び直しの実施状況②（男女別・年齢別）

➢ 学んだことがある、今後学んでみたい人の合計は、年代別では３０～５０歳代が、男女別では女
性の方が、比較的高い。

男性：４７．８％、女性：５０．８％
３０～３９歳：６３．７％、４０～４９歳：６３．１％、５０～５９歳：５８．２％ 全体：４９．４％

（全体）

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査 4



学び直しに関する国民の意識③（学び直したいと考えた理由①）

問 （「学んだことがある（現在学んでいる）」、「学んだことはないが、今後は学んでみたい」と答えた方に）学びたいと考えた
理由はなんですか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

➢ 「学び直し」の理由について、全体としては、
「教養を深めるため」「今後の人生を有意義にするため」と回答した人が多く、約５割。

教養を深めるため： ５１．８％
今後の人生を有意義にするため： ４８．８％

２．学び直したいと考えた理由①（全体）

教 養 を 深 め る た め

今 後 の 人 生 を 有 意 義 に す る た め

就 職 や 転 職 の た め に 必 要 性 を 感 じ た た め

現在または学んだ当時に就いていた職業において必
要性を感じたため

他の人との親睦を深めたり、友人を得たりするため

自 由 時 間 を 有 効 に 活 用 す る た め

仕 事 以 外 で 生 活 上 の 必 要 性 を 感 じ た た め

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査
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出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

２．学び直したいと考えた理由②（男女別・年齢別）

➢ 「学び直し」の理由について、男女別・年齢別で見ると、
①「教養を深めるため」と回答した人は、５０代男性、４０代女性で比較的多い。
②「今後の人生を有意義にするため」と回答した人は、６０代男性、５０代・６０代女性で比較的多い。

③ 「就職や転職のために必要性を感じたため」と回答した人は、２０代・３０代男性と、２０～４０代女性で比較
的多い。

学び直しに関する国民の意識④（学び直したいと考えた理由②）
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総数
（N=817人、M.T=210.2）

２０～２９歳・男性
（N=36人、M.T=216.7）

３０～３９歳・男性
（N=65人、M.T=207.7）

４０～４９歳・男性
（N=71人、M.T=218.3）

５０～５９歳・男性
（N=70人、M.T=197.1）

６０～６９歳・男性
（N=62人、M.T=201.6）

７０歳以上・男性
（N=59人、M.T=189.8）

２０～２９歳・女性
（N=30人、M.T=206.7）

３０～３９歳・女性
（N=75人、M.T=230.7）

４０～４９歳・女性
（N=120人、M.T=217.5）

５０～５９歳・女性
（N=83人、M.T=219.3）

６０～６９歳・女性
（N=94人、M.T=205.3）

７０歳以上・女性
（N=52人、M.T=198.1）

(%)

←全体

２０代・３０代男性

←全体

２０～４０代女性

←全体

←全体

←５０代男性

←４０代女性

５０代・６０代女性

←６０代男性
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学び直しに関する国民の意識⑤（学び直したい学習内容①）

２．学び直したい学習の内容①（全体）

問 あなたは、機会があれば再び学びたいと思うものはありますか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

➢ 学び直したい学習の内容について、全体としては、
①外国語に関すること（３１．３％）
②医療や福祉（保育、介護など）に関すること（２７．０％）、
③日本や世界の歴史・地理に関すること（２６．６％） が上位。

外 国 語 に 関 す る こ と

医 療 や 福 祉 （ 保 育 ， 介 護 な ど ） に 関 す る こ と

日 本 や 世 界 の 歴 史 ・ 地 理 に 関 す る こ と

法 律 や 政 治 ， 経 済 ， 国 際 関 係 に 関 す る こ と

芸 術 文 化 （ 音 楽 ， 美 術 な ど ） に 関 す る こ と

健 康 や ス ポ ー ツ に 関 す る こ と

日本語による実用的な文章表現やコミュニケーションの方法に関すること

心 理 学 に 関 す る こ と

情報通信分野（プログラムの使い方，ホームページの作り方など）に関すること

経 営 ビ ジ ネ ス （ 財 務 会 計 や マ ー ケ テ ィ ン グ な ど ） に 関 す る こ と

消 費 生 活 ， 衣 食 住 な ど に 関 す る こ と

文 学 や 古 典 （ 古 文 や 漢 文 な ど ） の 理 解 に 関 す る こ と

自 然 科 学 や 数 学 に 関 す る こ と

宗 教 や 哲 学 に 関 す る こ と

農 林 水 産 業 に 関 す る こ と

工 業 技 術 （ 情 報 通 信 に 関 す る も の を 除 く ） に 関 す る こ と

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い
出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査
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学び直しに関する国民の意識⑥（学び直したい学習内容②）

２．学び直したい学習の内容②（年齢別）

※複数回答。
※回答割合が低かったものなど、一部の選択肢の結果は省略している。
※各年齢で、一番多い項目を赤色、二番目に多い項目を青色、三番目に多い項目を緑色で囲んでいる。 出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

➢ 学び直したい学習の内容について、年齢別にみると、

①２０代・３０代では「外国語」「法律・政治・経済・国際関係」、②４０代では「外国語」「歴史・地理」、

③５０代では「医療・福祉」「外国語」、④６０代では「歴史・地理」「医療・福祉」、

⑤７０代では「健康・スポーツ」「歴史・地理」、 と回答した人が上位を占める。

外 国 語 に
関 す る こ と

医 療 や 福 祉
（ 保 育 ， 介 護
な ど ） に
関 す る こ と

日 本 や 世 界
の歴史・地理
に関すること

法律や政治，
経 済 ，

国際関係に関
す る こ と

芸 術 文 化

（ 音 楽 ， 美 術
な ど ） に
関 す る こ と

健 康 や
ス ポ ー ツ に
関 す る こ と

日本語による
実 用 的 な

文章表現等に
関 す る こ と

心 理 学 に
関 す る こ と

総数
（N=1653人、

M.T=305.4％）
31.3 27.0 26.6 23.0 22.3 21.5 20.6 18.6

２０～２９歳
（N=144人、

M.T=383.3％）
45.8 27.8 26.4 36.1 31.3 19.4 34.0 30.6 

３０～３９歳
（N=220人、

M.T=389.1％）
48.6 33.6 30.9 35.0 20.9 17.7 31.4 26.8 

４０～４９歳
（N=303人、

M.T=342.6％）
43.9 29.4 32.0 30.4 23.1 19.5 26.1 28.1 

５０～５９歳
（N=263人、

M.T=335.7％）
34.2 35.7 27.8 19.8 27.0 27.4 20.2 21.3 

６０～６９歳
（N=334人、

M.T=264.7％）
21.9 24.9 27.2 14.4 21.9 22.2 16.2 13.2 

７０歳以上
（N=389人、

M.T=214.7％）
12.6 17.2 18.5 15.2 16.5 21.3 9.5 4.9 
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学び直しに関する国民の意識⑦（学びやすくするための取組）

➢ 社会人が大学などの教育機関で学びやすくするために必要な取組としては、
①学費の負担などに対する経済的な支援（４６．１％）
②就職や資格取得などに役立つ社会人向けプログラムの拡充（３５．０％）
③土日祝日や夜間における授業の拡充（３４．０％） が上位。

３．学びやすくするための取組

問 あなたは、社会人が大学などの教育機関で学びやすくするためには、どのような取組が必要だと思いますか。

この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

学 費 の 負 担 な ど に 対 す る 経 済 的 な 支 援

就職や資格取得などに役立つ社会人向けプログラムの拡充

土 日 祝 日 や 夜 間 に お け る 授 業 の 拡 充

学 び 直 し に 関 す る 情 報 を 得 る 機 会 の 拡 充

学び直しに対する理解を高めるための企業などへの働きかけ

仕 事 以 外 の 生 活 や 教 養 に 関 す る プ ロ グ ラ ム の 拡 充

放 送 や イ ン タ ー ネ ッ ト を 使 っ た プ ロ グ ラ ム の 拡 充

学び直したことを社会的に評価するための仕組みの検討

公民館や図書館などの社会教育施設でのプログラムの拡充

大学・大学院などの教育・研究機関におけるプログラムの拡充

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

46.1

35.0

34.0

29.8

28.0

21.7

20.3

19.1

18.9

11.9

0.8

6.4

5.6
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総数（N=1,653人,M.T.=227.6%）

（％）
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出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

問 （この1年くらいの間に「生涯学習をしたことがある」と答えた方に）あなたは、どのような場所や形態で生涯学習をしたことが
ありますか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

４．行った生涯学習の形式

➢ これまで行った生涯学習の場所や形態については、

〇①公民館や生涯学習センターなどの公的な機関（３９．９％）、②自宅での学習活動（３１．３％）、
③同好者の集まりやサークル活動（３０．２％）が上位。

〇大学、大学院、専門学校等と回答した人は、正規課程、公開講座等あわせて約１６．８％で公開
講座等のほうが正規課程より６％ほど高い。

学び直しに関する国民の意識⑧（行った生涯学習の形式）

４．行った生涯学習の形式

公民館や生涯学習センターなど公的な機関における講座
や教室

自 宅 で の 学 習 活 動 （ 書 籍 な ど ）

同好者が自主的に行って いる集まり、サークル活動

カルチャーセンターやスポーツクラブなど民間の講座や教
室、通信教育

学校（高等学校、大学、大学院、専門学校など）の公開講
座や教室

学校（高等学校、大学、大学院、専門学校など）の正規課
程

39.9

31.3

30.2

29.6

11.3

5.5

0 10 20 30 40 50

16.8%

（ 中 略 ）

（％）
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公民館や生涯学習センターなど公的な機関における講座や
教室

カルチャーセンターやスポーツクラブなど民間の講座や教室、
通信教育

同 好 者 が 自 主 的 に 行 っ て い る 集 ま り 、 サー クル 活動

自 宅 で の 学 習 活 動 （ 書 籍 な ど ）

学校（高等学校、大学、大学院、専門学校など）の公開講座
や教室

学校（高等学校、大学、大学院、専門学校など）の正規課程

出典：平成２７年度教育・生涯学習に関する世論調査

問 あなたは、今後どのような場所や形態で生涯学習をしたいと思いますか。この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

４．行った生涯学習の形式

➢ 今後行いたい生涯学習の場所や形態については、

〇①公民館や生涯学習センターなどの公的な機関（３７．７％）、②民間の講座や教室、通信教育
（２６．０％）、③同好者の集まりやサークル活動（２６．０％）が上位。

〇大学、大学院、専門学校等と回答した人は、正規課程、公開講座等あわせて２０．３％で「行った
生涯学習の形式」と比べて３．５％ほど高い。また、公開講座等が正規課程より ７．５％ほど高
い。

学び直しに関する国民の意識⑨（行いたい生涯学習の形式）

５．行いたい生涯学習の形式

37.7

26.0

26.0

24.5

13.9

6.4

0 10 20 30 40

20.3%

（ 中 略 ）

（ 中 略 ）

（％）
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出典：若者の意識に関する調査（高等学校中途退学者の意識に関する調査）報告書※（平成２３年３月内閣府）

必要な支援 中退後、高卒資格は必要だと考えたか

➢高校中退者のうち、「読み書き計算などの基礎的な学習への支援」を必要とする者が３割強も存
在。

➢高校中退者のうち、「高卒資格が必要」と考える者が約７～９割存在。

学び直しに関する高校中退者の意識①

仕事を探している
（n=160）

働いている（n=661）

在学中（n=362）

妊娠中・育児をしてい
る（n=64）

家事・家事手伝いをし
ている（n=128）

その他（n=82）

特に何もしていない
（n=46）

81.3

71.0

93.9

81.3

82.0

79.3

84.8

18.8

28.9

5.2

18.8

18.0

19.5

15.2

0.2

0.8

1.2

0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答

低い家賃で住めるところ
（n=1,175）

生活や修学のための経済的
補助（n=1,176）

進路や生活などについて何で
も相談できる施設（n=1,176）

進路や生活などについて何で
も相談できる人（n=1,176）

仲間と出会え、一緒に活動で
きる施設（n=1,175）

読み書き計算などの基礎的
な学習への支援（n=1,176）

会社などでの職場実習の機
会（n=1,176）

29.4

31.1

18.0

33.1

25.4

12.0

23.7

26.4

31.8

30.5

33.5

30.5

21.6

32.6

55.7

63.1

48.6

66.6

55.9

33.6

56.3

0 20 40 60 80

必要 ある程度必要

（％）
（％）

※高校中退後概ね２年以内の者２，６５１名に対する抽出調査（有効回収率４４．４％） 12



出典：若者の意識に関する調査（高等学校中途退学者の意識に関する調査）報告書（平成２３年３月内閣府）

３年後の自分の姿を想像した今後の進路希望

➢高校中退者の今後の進路希望として、「正社員として働きたい」が最も多いものの、高校再入学、
大学・専門学校への進学を希望する者も約３割存在。

学び直しに関する高校中退者の意識②

6.1

10.1

12.9

9.9

35.9

1.0 

2.3

11.5

9.9

0.4

0 5 10 15 20 25 30 35 40

高校に再入学したい

専門学校に入学したい

大学に進学したい

アルバイトとして働きたい

正社員として働きたい

しばらく遊んでいたい

進学も仕事もせずに、結婚したい

まだどうしていいのかわからない

その他

無回答

２９．１％

（％）
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出典：平成２７年度能力開発基本調査※

※３０人以上の常用労働者を雇用する企業、事業所、事業所に属する労働者を対象とした抽出調査

４．行った生涯学習の形式

➢ 自己啓発※を行った労働者は、正社員で４２．７％、正社員以外では１６．１％。

※自己啓発：労働者が職業生活を継続するために行う、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させるための活動（職業に関
係ない趣味、娯楽、スポーツ健康増進等のためのものは含まない）。

学び直しに関する労働者の意識①（自己啓発の実施状況）

16.1

42.7

正社員以外

正社員

自己啓発の実施状況

(%)

14



1.6

2.2

4.8

19.8

9.6

13.8

25.5

44.3

1.3

2.4

2.4

21.8

22.1

23.3

28.2

48.2

高等専門学校、大学、大学院の講座の受講

公共職業能力開発施設の講座の受講

専修学校、各種学校の講座の受講

民間教育訓練機関（民間企業、公益法人、各種団体）の

講習会、セミナーへの参加

通信教育の受講

社外の勉強会、研究会への参加

社内の自主的な勉強会、研究会への参加

ラジオ、テレビ、専門書、インターネット等による自学、自習

自己啓発の実施方法（複数回答）

正社員

正社員以外

(%) （平成27年度）

出典：平成２７年度能力開発基本調査

４．行った生涯学習の形式

➢ 自己啓発の実施方法としては、

〇自学自習が正社員・正社員以外ともに約４～５割で最も高い。

〇大学・大学院等は、正社員で１．３％。正社員以外で１．６％。

〇専修学校等は、正社員で２．４％、正社員以外で４．８％と正社員以外が２．４％ほど高い。

学び直しに関する労働者の意識②（自己啓発の実施方法）

15



71.5

78.8

正社員以外

正社員

自己啓発に問題があるとした労働者 (%)

正社員 正社員以外

仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない 57.6% 37.4%
費用がかかりすぎる 31.2% 29.8%
家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない 21.0% 33.6%

自己啓発に問題があるとした労働者の問題点の内訳（上位3点）

（平成27年度）

学び直しに関する労働者の意識③（自己啓発の問題点）

４．行った生涯学習の形式

➢ 自己啓発に問題があるとした労働者は、正社員で７８．８％、正社員以外で７１．５％

➢ その理由としては、
正社員・正社員以外ともに、「仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない」が最も多い。

正社員は、「費用がかかりすぎる」が、正社員以外は「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕が
ない」がそれぞれ２番目に多い。

出典：平成２７年度能力開発基本調査 16



出典：職業能力開発総合大学校能力開発研究センター調査報告書No.128（平成17年3月）
大学卒業以上の学歴を持つ社会人1,761人に対するアンケート調査（複数回答）

再教育の受講意識 再教育において利用したい教育機関

➢ 大卒以上の社会人の意識調査において、８９％の人が、再教育を「受けたい」又は「興味があ
る」と回答。

➢ 再教育で利用したい教育機関として「大学院」、「大学（学部）」と回答した者が多い。

学び直しに関する大卒社会人の意識①

教育を受け

たい, 20.8%

教育を受け

ることに興

味がある, 
67.9%

特に受けた

いとは思わ

ない, 11.2% 大学院, 46.4%

大学（学部）, 

19.5%

公共職業能力開

発施設、民間の

教育訓練機関, 
17.2%

専修学校・専門

学校, 13.9%

高等専門学校, 
0.3%

短期大学, 0.2% その他, 2.4%

89%

17



出典：「大学教育に関する職業人調査」 (平成21年東京大学＜科研費調査研究＞)
無作為に抽出した事業所の大卒社員25,203人に対するアンケート

➢ 社会人の大学院進学の主な障害について、「費用が高すぎる」、「勤務時間が長くて十分な
時間がない」、「職場の理解を得られない」と回答した者が多い。

➢ 便利な場所での授業や夜間、土曜、夏休みなどのフレキシブルな授業形態が求められてい
る。

学び直しに関する大卒社会人の意識②

35.4 31.6
39.7 42.5 42.3

52.4 54.1 31.8 23.7
14.0
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40
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80

100

費
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す
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勤
務
時
間
が
長
く
て

十
分
な
時
間
が
な
い

職
場
の
理
解
を
得
ら

れ
な
い

処
遇
の
面
で
評
価
さ

れ
な
い

自
分
の
要
求
に
適
合

し
た
教
育
課
程
が
な

い

決定的な障害

ある程度の障害

29.4 33.7 38.7 32.8
44.8 46.2

63.4 53.6 45.4 50.9 31.6 28.2

0

20

40

60

80

100

便
利
な
場
所

夜
間
の
開
講

イ
ン
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ー
ネ
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な

ど
で
の
授
業

土
曜
、
夏
休
み
な

ど
の
開
講

教
育
ロ
ー
ン

長
期
の
履
修

非常に重要

ある程度重要

社会人の大学院進学の主な障害 在籍したまま大学院で勉強する条件
（％）（％）
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➢ 大卒の社会人が行っている学び直しの内容は、「仕事に必要な専門的知識」が最も多い。
➢ 大学院で学び直す目的は技術系、事務・営業系の社員とも「現在の仕事を支える広い視野」が

多い。一方、「先端的な専門知識」、「現在の職務に直接必要な知識」は技術系の社員が多いな
ど、職務によってニーズは異なる。

学び直しに関する大卒社会人の意識③

75.8

37.3

29.3

4.6

6.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

仕事に必要な専門的知識

幅広い知識・技能

資格獲得のための準備

外国語能力

その他

48.7
48.7

42.5

30.5
21.7

43.4

35.8 33.3

33.8
27.2

55.4
49.3 49.5

33.5

22.0

0

10

20

30

40

50

60

現
在
の
仕
事
を
支
え
る
広

い
視
野

先
端
的
な
専
門
知
識

現
在
の
職
務
に
直
接
必
要

な
知
識

人
的
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

現
在
と
は
違
う
職
場
・仕
事

に
つ
く
た
め
の
準
備

技術系

事務・営業系

そのほか

出典：「大学教育に関する職業人調査」
（平成21年東京大学＜科研費調査研究＞）
無作為に抽出した事業所の大卒社員25,203人に対するアンケート

出典：「大学教育に関する職業人調査」
（平成21年東京大学＜科研費調査研究＞）
無作為に抽出した事業所の大卒社員25,203人に対するアンケート
大学院進学に興味がある者（アンケート全体の約半分）の意見

大卒社員の学習内容 大学院進学の目的
（％） （％）
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➢ 社会人学生が「最先端のテーマ」、「研究推進能力を身に付ける」カリキュラムを重視するの
に対して、大学院側は必ずしも「最先端のテーマ」、「研究推進能力を身に付ける」カリキュラム
を重視していない。

学び直しに関する大卒社会人の意識④

問2-2 カリキュラムで重視
して欲しい内容

MA

合計
（N=5431）

内 訳 合 計

１位 ２位
３位
以降

01 最先端にテーマを置いた内容 14,725 9,645 3,390 1,690

02
我が国の企業全般が抱える諸問題への
指針を提供できるような内容

7,400 4,140 2,170 1,090

03
学際性に配慮した幅広い視点からの研
究・学習が可能な内容

13,930 8,265 3,880 1,785

04
特定の分野を深く追求した研究・
学習が可能な内容

19,755 12,240 5,430 2,085

05
応用・実践問題の研究・学習に重点をお
いた内容

12,930 6,405 4,600 1,925

06
基礎理論の研究・学習に重点を
おいた内容

10,420 5,400 3,650 1,370

07
特定職種の実務に必要な専門的
知識・技能を習得できる内容

12,990 7,950 3,650 1,390

08
幅広い仕事に活用できる知識・技能を習
得できる内容

9,335 4,590 3,410 1,335

09
独創的な発想による問題解決能力を養
う内容

10,960 4,440 4,210 2,310

10
知識に基づいた深い洞察力を養う
内容

13,285 5,385 5,340 2,560

11 研究推進能力を身につける内容 17,990 9,855 5,310 2,825

12
産学のみならず、実習を重視した
内容

6,465 2,490 2,420 1,555

13 その他 830 660 90 80

0 5,
00

0

10
,0

00

15
,0

00

20
,0

00

25
,0

00

１位

２位

３位以降

問2 カリキュラムで
重視する内容

MA

合計
（N=1510）

内 訳 合 計

１位 ２位
３位
以降

01 最先端にテーマを置いた内容 2,580 1,860 510 390

02
我が国の企業全般が抱える諸問題へ
の指針を提供できるような内容

1,090 630 330 130

03
学際性に配慮した幅広い視点からの
研究・学習が可能な内容

7,860 5,430 1,740 690

04
特定の分野を深く追求した研究・
学習が可能な内容

6,430 4,215 1,730 485

05
応用・実践問題の研究・学習に
重点をおいた内容

6,060 2,340 2,820 900

06
基礎理論の研究・学習に重点を
おいた内容

2,815 1,560 910 345

07
特定職種の実務に必要な専門的知
識・技能を習得できる内容

4,435 2,640 1,230 565

08
幅広い仕事に活用できる知識・
技能を習得できる内容

2,385 825 930 630

09
独創的な発想による問題解決能力を
養う内容

2,965 1,125 1,210 630

10
知識に基づいた深い洞察力を養う内
容

2,760 870 1,140 750

11 研究推進能力を身につける内容 2,680 930 1,020 740

12 産学のみならず、実習を重視した内容 1,560 300 730 530

13 その他 115 105 10 0

0 2,
00

0

4,
00

0

6,
00

0

8,
00

0

10
,0

00

１位

２位

３位以降

※社会人学生:調査対象の大学院に在学中の社会人学生
※優先度の高い順に最大3つまで回答（1位15点、2位10点、3位5点として換算）

出典:「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
（平成21年度早稲田大学＜文部科学省:先導的大学改革推進委託事業＞

【カリキュラム内容で重視する点】
＜社会人学生（複数回答）＞ ＜大学院（複数回答）＞
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➢ 社会人学生が大学院において、「事例研究・ケーススタディ」、「実務経験のある教員・講師」
による教育手法を重視するのに対して、大学院側は必ずしもそのような教育手法を重視してい
ない。

学び直しに関する大卒社会人の意識⑤

問3-1 現在実施している／
今後重視する教育方法

MA

現在
実施

（N=1510）

今後
重視

（N=1510）

01 ICTを活用した教育方法 5.2% 14.5%

02 事例研究・ケーススタディ 29.1% 30.4%

03 グループワーク・ディスカッション 31.2% 36.2%

04 レポート・論文作文指導 72.1% 56.3%

05 個別の教育指導 64.8% 52.3%

06
実務経験のある教員・講師に
よる指導

27.0% 29.5%

07
専門課程実施前の専門知識・
基礎知識の復習

11.4% 14.2%

08 講義の補講・復習 3.2% 3.2%

09 実習・演習 30.6% 27.1%

10 その他 2.1% 3.2%

0% 20% 40% 60% 80%

現在実施 今後重視問9-3 重視して欲しい
教育方法

MA

合計
（N=5431)

内 訳 合 計

1位 2位
3位
以降

01 ICTを活用した教育方法 4,365 2,475 1,120 770

02
事例研究・
ケーススタディ

22,940 12,150 7,780 3,010

03
グループワーク・
ディスカッション

16,850 8,220 6,050 2,580

04 レポート・論文作文指導 29,165 17,610 8,530 3,025

05 個別の教育指導 24,455 14,730 6,920 2,805

06
実務経験のある
教員・講師による指導

25,275 15,720 6,900 2,655

07
専門課程実施前の
専門知識・基礎知識の復習 12,985 5,820 4,750 2,415

08 講義の補講・復習 2,335 750 940 645

09 実習・演習 7,485 3,195 2,580 1,710

10 その他 990 795 120 75

0 10,000 20,000 30,000 40,000

1位

2位

3位以降

【重視する教育方法】
＜社会人学生（複数回答）＞ ＜大学院（複数回答）＞

※社会人学生:調査対象の大学院に在学中の社会人学生
※優先度の高い順に最大3つまで回答（1位15点、2位10点、3位5点として換算）

出典:「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
（平成21年度早稲田大学＜文部科学省:先導的大学改革推進委託事業＞
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２．企業の状況
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27年7月の有効求人倍率
1.21倍

（資料出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
※シャドー部分は景気後退期。

(注)平成23年3月～8月の完全失業率、完全失業者数は岩手県、宮城県及び福島県の推計結果と同３県を除く全国の結果を加算することにより算出した補完推計値であり、また、9月以降は一部調
査区を除いた全国の調査結果であるため、単純比較はできない。

27年7月の完全失業率 3.3％
完全失業者220万人
（原数値は222万人）

有効求人倍率(左目盛）

完全失業率(右目盛）

完全失業者数
過去最高 368万人

14年8月

(谷)H11.1(山)H9.5 (山)H12.11 (谷)H14.1

完全失業率
19年7月
3.6％

有効求人倍率

過去最低 0.42倍
21年8月

(谷)H21.3
(山)H20.2

完全失業率

過去最高
5.5％

14年6月、8月、15
年4月、21年7月

完全失業率
過去最高 5.5％
14年6月、8月、

15年4月、21年7月

(山)H24.3 (谷)H24.11

有効求人倍率
18年7月
1.08倍

完全失業率と有効求人倍率の動向
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民間企業における教育訓練費は、低下・横ばい傾向。

出典：労働省「労働者福祉施設制度等調査報告」、「賃金労働時間制度等総合調査報告」、厚生労働省「就労条件総合調査報告」（抽出調査）
・ここでいう教育訓練費とは、労働者の教育訓練施設に関する費用、訓練指導員に対する手当や謝金、委託訓練に要する費用等の合計額をいう。
・現金給与以外の労働費用には、退職金等の費用、現物給与の費用、法定福利費、法定外福利費、募集費、教育訓練費、その他の労働費用が含まれる。
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0.28 0.27 0.28 0.32 0.34 0.38 0.36
0.27 0.29 0.28 0.33

0.25

2.1
1.9

1.8

2.1
2.2

2.4

2.2

1.6 1.6

1.5

1.8 1.6

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

S48 S51 S54 S57 S60 S63 H3 H7 H10 H14 H18 H23

教育訓練費 労働費用全体に占める割合 現金給与を除く労働費用全体に占める教育訓練費の割合

円 ％

民間企業における教育訓練費の推移
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短大卒
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大学・

大学院卒

544.1
男

0
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400
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20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 （歳）

（千円）

高校卒

225.0

高専・

短大卒

286.8

大学・

大学院卒

427.1

平成27年

女

（出典）厚生労働省「平成27年 賃金構造基本統計調査」

学歴・年齢・性別賃金の状況

➢ 高学歴なほど、賃金が高くなる傾向がある。
＜生涯賃金＞
高卒 男性 約２億 ２４０万円 女性１億４，３４０万円
大卒・大学院卒 男性 約２億６，１４０万円 女性２億１，２５０万円

※学校を卒業しただちに就職し、60歳で退職するまでフルタイムの 正社員を続ける場合（同一企
業継続就業とは限らない）の生涯賃金の数値。退職金は含めない。
（資料）「ユースフル労働統計2015－労働統計加工指標集－ （独立行政法人労働政策研究・研
修機構）

学歴別生涯賃金の比較
（60歳まで、退職金を含めない、2013年）年齢毎の賃金の状況 （百万円）

188.9
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企業の状況①（重視する教育訓練）

４．行った生涯学習の形式

➢ 正社員に対する重視する教育訓練については、
「ＯＪＴ」を重視する又はそれに近いとする企業は、７４．０％、
「ＯＦＦーＪＴ」を重視する又はそれに近いとする企業は、２５．２％。

➢ 正社員以外に対する重視する教育訓練については、
「ＯＪＴ」を重視する又はそれに近いとする企業は、７７．２％、
「ＯＦＦーＪＴ」を重視する又はそれに近いとする企業は、２０．７％。

※OJT： 日常の業務に就きながら行われる教育訓練
OFF-JT：業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練（研修）

出典：平成２７年度能力開発基本調査

18.5 55.5 20.1 5.1

0.9

重視する教育訓練（正社員）

28.0 49.2 14.8 5.9

2.0

重視する教育訓練（正社員以外）

OJTを重視する OJTを重視するに近い OFF-JTを重視するに近い OFF-JTを重視する 不明

（平成27年度）
(%)

（平成27年度）
(%)

74.0％

77.2％

25.2％

20.7％
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6.6 17.1 40.3 34.1
1.9

教育訓練の実施方法の方針（正社員以外）

外部委託・アウトソーシングを重視する 外部委託・アウトソーシングを重視するに近い 社内を重視するに近い 社内を重視する 不明

企業の状況②（教育訓練の実施方法）

４．行った生涯学習の形式

➢ 正社員に対する教育訓練の実施方法の方針については、
「社内」を重視する又はそれに近いとする企業は６１．０％
「外部委託・アウトソーシング」を重視する又はそれに近いとする企業は３８．２％

➢ 正社員以外に対する教育訓練の実施方法の方針については、
「社内」を重視する又はそれに近いとする企業は７４．４％
「外部委託・アウトソーシング」を重視する又はそれに近いとする企業は２３．７％

出典：平成２７年度能力開発基本調査

9.9 28.3 40.6 20.4
0.8

教育訓練の実施方法の方針（正社員） （平成27年度）
(%)

（平成27年度）
(%)

61.0％

74.4％

38.2％

23.7％
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企業の状況③（ＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関）

４．行った生涯学習の形式

➢ 実施したＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関の種類の割合は、
〇 正社員、正社員以外ともに「自社」が最も高く、次いで民間教育訓練機関（民間教育研修会社、

民間企業主催のセミナー等）が高い。
〇 大学・大学院等、専修学校等は、正社員で約１～２％、正社員以外で約０．２～０．３％。

自社

民間教育訓練機関（民間教育研修会社、民間企業主催のセ
ミナー等）

親会社、グループ会社

職業能力開発協会、労働基準協会、公益法人(公益財団法
人、公益社団法人、職業訓練法人等）、その他業界団体

購入した機器、ソフトウエア等の使用方法等を教育訓練する
場合の当該機器、ソフトウエア等のメーカー

商工会、商工会議所、協同組合等の経営者団体

公共職業訓練機関（ポリテクセンター、工業技術センター、試
験所等含む）

高等専門学校、大学、大学院

専修学校、各種学校

その他

不明 1.5

4.6

0.2

0.3

1.5

4.8

4.7

8.4

15.6

17.6

83.5

0.4

5.8

1.2

1.9

5.2

9.5

14.6

23.6

26.6

46.0

75.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

正社員

正社員以外

実施したOFF-JTの教育訓練機関の種類（複数回答）

(%)

28出典：平成２７年度能力開発基本調査



企業の状況④（大学等の受講支援の有無）

４．行った生涯学習の形式

➢ 従業員の大学院、大学、専修学校等の受講に対し、企業として支援等を行っているかについて、

〇 「業務命令で受講させている事例がある」が９．３％、
「業務命令の受講はないが、会社として支援」が１３．４％。

〇 「業務命令の受講も、会社としての支援もしていない」が、７３．４％。

出典：労働政策研究・研修機構調査「企業における資格・検定等の活用、大学院・大学等の受講支援に関する調査」※

※常用雇用者１００人以上の企業９，９７６社に対する抽出調査。回答率は約１４．８％

9.3 13.4 73.4 5.3

大学院、大学、専修学校・各種学校等における

従業員の受講に対する支援
業務命令で受講させている事例がある 業務命令の受講はないが、会社として支援

業務命令の受講も、会社としての支援もない 無回答

業務命令・支援なし
約73%

(%)

業務命令又は支援あり
約23%
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31.6

3.8

10.7

17.3

25.7

32.3

特に何も対応していない

その他

受講者の表彰、社内での掲示などを行う

給与・賞与の面で配慮する

昇進・昇格にあたって配慮する

配転や異動にあたって配慮する

受講後の人事管理上の扱い（複数回答）

企業の状況⑤（受講者の人事管理上の扱い）

４．行った生涯学習の形式

➢ 大学、大学院、専修学校等の受講を支援した企業における受講した従業員に対する人事管理上
の対応について、

〇 「配転や異動にあたって配慮する」が、３２．３％、
「昇進・昇格にあたって配慮する」が、２５．７％

〇 一方、「特に何も対応していない」が、３１．６％

出典：労働政策研究・研修機構調査「企業における資格・検定等の活用、大学院・大学等の受講支援に関する調査」

(%)
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企業の状況⑥（大学等の受講に対する評価）

４．行った生涯学習の形式

➢ 大学等で従業員が受講することへの企業の評価については、

〇何らかの支援をしている企業では、「専門性の向上」や、「幅広い知識の習得」、「やる気の向上」
で高い評価を行っている。

〇支援を行っていない企業では、「評価は特にない」が最も高く、次いで、「幅広い知識の習得」、
「専門性の向上」が続く。

〇 「受講が仕事上の成果につながっていない」、「受講した従業員は離職しやすい」といった否定
的評価はごくわずか。

出典：労働政策研究・研修機構調査「企業における資格・検定等の活用、大学院・大学等の受講支援に関する調査」 31



（参考２）社会人の学習状況

○ 原則として社員の大学院修学を認めていない企業が半数となっている。
○ 過去３年間に従業員を大学院へ送り出した企業は８％となっており、大学院の授業料を企業が

負担したのは１２％となっている。

企業の状況⑦（大学院修学について①）

大学院修学への方針（業種別）

出典：「大学教育に関する職業人調査」（平成21年東京大学＜科研費調査研究＞）
無作為に抽出した8,777の事業所に対するアンケート

問1 従業員を大学院へ送り出した
実績の有無

SA

中小企業 大企業 合計

（N=735） （N=314） （N=1049）

01 実績あり 29 55 84

02 実績なし 706 259 965

8.0%

3.9%

17.5%

92.0%

96.1%

82.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

中小企業

大企業

実績あり 実績なし

※中小企業：授業員数300人未満 大企業：従業員数300人以上

過去3年間に従業員を大学院へ送り出した実績

問6 授業料を負担したもの
MA

合計
(N=4615）

01 自己負担 87.8%

02 大学が負担（給付型奨学金など） 5.4%

03 政府が負担（教育訓練給付金など） 1.6%

04 所属企業が負担 12.1%

05 その他 2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

■ 合計

大学院の授業料を負担した者

出典（上記2つのデータ）：「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
（平成21年度早稲田大学＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）

原則と

して認

めない

上司の

許可が

条件

勤務条

件で配

慮

能力開

発として

奨励

今後、

奨励の

方向で

検討

特定の

ものは

派遣

授業料

を補助

農林、鉱業 47.0% 20.0% 7.8% 10.4% 7.8% 5.2% 1.7%

建設、製造 46.4% 25.7% 15.8% 14.0% 8.5% 8.6% 4.8%

電気ガス、情報通信 33.7% 31.7% 18.1% 18.5% 11.1% 11.9% 8.6%

運輸、卸売 49.1% 20.4% 14.3% 9.5% 8.9% 4.8% 1.6%

金融保険、不動産 43.2% 23.4% 11.2% 14.5% 5.0% 10.6% 2.6%

飲食宿泊、サービス他 45.0% 26.1% 16.8% 12.4% 8.5% 4.0% 2.3%

教育、医療 30.0% 41.1% 27.2% 21.2% 6.7% 5.5% 2.8%

0.0%
5.0%

10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%
40.0%
45.0%
50.0%
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合計

1位 2位 3位以降

01 社会人学生に対する経済的な優遇 510 330 120 60

02 所在地や設備などの学習環境 390 180 160 50

03
開講時間帯や履修機関・形態など
の通学環境

695 480 170 45

04 教員の質 180 60 80 40

05 教育内容や方法 310 150 90 70

06 学位審査方法 110 45 40 25

07 その他 15 15 0 0

内訳 問2-1　2）従業員を大学院へ送り出し
やすい大学院環境

MA

合計

(N=84)

【企業が従業員を大学院へ送り出しやすい環境（複数回答）】

○ 企業が従業員を大学院へ送り出しやすい環境として、通学環境、経済的な優遇、学習環境及
び教育内容・方法をその条件としてあげている。

出典：「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
(平成21年度早稲田大学＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞)

※優先度の高い順に最大３つまで回答（１位１５点、２位１０点、３位５点として換算）

企業の状況⑧（大学院修学について②）

0 200 400 600 800

1位

2位

3位以降
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➢ 社会人向け教育プログラムへの期待について、企業が、「実践的な教育プログラムの充実」、
「高度専門的分野の教育の充実」、「実務の最先端の人の講義」と考えているが、大学院側は必
ずしもそのような教育を重視していない。

企業の状況⑧（大学院修学について③）

【社会人向け教育プログラムの価値向上のために必要なこと】

＜企業（複数回答）＞ ＜大学院（複数回答）＞

※優先度の高い順に最大5つまで回答（1位15点、2位12点、3位9点、4位6点、5位3点として換算）

出典：「社会人の大学院教育の実態把握に関する調査研究」
（平成21年度早稲田大学＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）

問10 大学院や大学院修了者の
価値向上のために取り組むべきこと

MA

合計
（N=150）

内 訳 合 計

1位 2位
3位
以降

01 体系的教育の充実 2,943 1,845 504 594

02 より理論的な教育の充実 954 285 372 297

03
知識や技能だけでなく、方法論や
考え方に関する教育プログラムの充実

3,879 1,710 1,080 1,089

04
理論と実践のバランスのとれた教育
プログラムや講師陣の検討

5,025 2,535 1,320 1,170

05
実践的な教育プログラムの充実
（ケーススタディーやロールプレイングなど）

1,911 495 696 720

06 分野横断的な教育の充実 1,986 555 564 867

07
知財やMBAなどのビジネスに直結する
高度専門的分野の教育の充実

1,101 450 240 411

08 実務の最先端の人の講義 855 90 240 525

09 職業人出身の講師、メンターの充実 540 60 144 336

10 企業との連携と企業ニーズの把握の充実 2,061 570 456 1,035

11 自己分析などのカウンセリングの充実 216 0 48 168

12
社会人向けの時間帯を工夫するなど
受講生の立場に立った運営

3,219 1,170 816 1,233

22 その他 330 300 12 18

23 特にない 210 210 0 0

1位

2位

3位以降

問11 社会人向け教育プログラムへの期待
MA

合計
（N=1049）

01 体系的教育の充実 12.0%

02 より理論的な教育の充実 14.5%

03
知識や技能だけでなく、方法論や
考え方に関する教育プログラムの充実

36.7%

04
理論と実践のバランスのとれた教育
プログラムや講師陣の検討

25.1%

05
実践的な教育プログラムの充実
（ケーススタディーやロールプレイングなど）

30.6%

06 分野横断的な教育の充実 11.4%

07
知財やMBAなどのビジネスに直結する
高度専門的分野の教育の充実

16.8%

08 実務の最先端の人の講義 16.0%

09 職業人出身の講師、メンターの充実 5.2%

10 企業との連携と企業ニーズの把握の充実 11.4%

11 自己分析などのカウンセリングの充実 6.2%

12
社会人向けの時間帯を工夫するなど
受講生の立場に立った運営

15.0%

13 その他 0.3%

14 特にない 13.5%

■ 合計
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３．高等教育機関における状況
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○大学、短期大学、大学院の修士課程（通学）は、いずれも社会人受講者の割合が10％未満であるものの、博士課程及び

専門職学位課程（通学）では社会人受講者の割合が約5割に及んでいる。

○大学、短期大学、大学院とも、通学に比べ通信は圧倒的に社会人受講者の割合が高い。

大学・専修学校の正規課程における社会人受講者数

※ 大学、短期大学及び大学院（通学）の在学者数並びに大学、短期大学及び大学院（通信）在学者数及び社会人（２５歳または３０歳以上の者）数の出典：平成２７年度学校基本統計
※ 大学、短期大学及び大学院（通学）の社会人（２５歳以上または３０歳以上の者）数は推計値（平成２７年度学校基本統計をもとに、各入学者（通学）のうち２５歳または３０歳以上の者

の割合を各在学者数（通学）に乗じて算出）
※ 専修学校の在学者数の出典：平成２７年度学校基本統計
※ 専修学校の社会人（就業者）数の出典：平成２６年度私立高等学校等実態調査
※ 専修学校の在学者のうち「就業者」とは、職に就いている者、すなわち、給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いている者をいう。ただし、企業等を退職

した者、及び主婦なども含む。

大学・専修学校の正規課程における社会人受講者数
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社会人の割合

2,552,062 人 28,258 人 1.1%

165,386 人 142,683 人 86.3%

127,836 人 3,087 人 2.4%

21,443 人 6,395 人 29.8%

通学 158,974 人 14,796 人 9.3%

通信 3,108 人 2,879 人 92.6%

通学 73,877 人 37,283 人 50.5%

通信 212 人 208 人 98.1%

通学 16,623 人 7,331 人 44.1%

通信 538 人 489 人 90.9%

40,095 人 7,869 人 19.6%

588,183 人 63,902 人 10.9%

27,828 人 881 人 3.2%
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修士課程
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就
業
者
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短期大学

大学



※ 出典：学校基本統計
※ 「就業している者」とは、会社、工場、商店、官公庁等の事業所に勤務し、給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就いている者をいう。

自家業・自営業を営んでいる者を含み、家事手伝い、臨時的な仕事に就いている者は含まない。
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大学・専修学校の社会人入学者数の推移

大学、大学院の正規課程への社会人入学者数は、ここ数年、微増・微減があり、横ばい傾向である。
短期大学、専修学校の正規課程への社会人入学者数は、減少傾向である。

大 学 大 学 院

短 期 大 学 専 修 学 校

博士・修士・専門職学位課程への社会人入学者数（推計）は、平成２０年度の約１．９万人を
ピークに微減し、平成２７年度は約１．８万人。

短期大学士課程への社会人入学者数は平成２２年度の約３，５００人をピークに平成２０年度の約
２，５００人まで減少。その後、増加・減少を繰り返し、平成２７年度は約２，３００人。

大学の学士課程への社会人入学者数（推計）は、平成１３年度の約１．８万人がピークに、平成２
０年度の約１．０万人まで減少。その後増減し、平成２７年度は約１．１万人。

※ 通学の社会人入学者は、「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用。
※ 通信の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに、通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）。
※ 通信の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫を指す。
出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成

※ 通信及び放送大学の社会人入学者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）。
※ 通学の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫を指す。
出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成

※ 通学の社会人入学者は、「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用。
※ 通信、放送大学は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに，通信制学生のうち職についている学生の割合から按分）
※ 通信の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫を指す。
出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成

専修学校への入学者のうち就業している者の数は平成１７年度をピークに減少し、
平成２７年度の入学者のうち就業している者は、約１万５千人。
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専門職大学院における社会人受講者数の推移

※ 「社会人」は、30歳以上の者とする。
※通学の社会人受講者は推計である（「学校基本調査報告書（高等教育機関編）をもとに、通学の入学者のうち30歳以上の者の割合を通学の在学者数に乗じて算出）

出典：文部科学省「学校基本統計」を基に作成

専門職大学院においては30歳以上の在学者が45.6%であり、在学者に占める30歳以上の者の割合が直近の5年間で約10％
上昇している。

専門職学位課程における30歳以上の在学者とその割合（人）
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放送大学の在学者数の推移

だいがくにおける
学部の在学者数は、平成13年度第2学期にピークを迎え、その後若干減少したが、近年は微増傾向。
大学院の在学者数は、開設後2年目の平成15年度にピークを迎え、その後減少したが、近年は5,000人台でほぼ横ばい。
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放送大学の年齢別在学者数の推移（学部）
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(注）特別聴講学生、特修生(S60～H5①)、研究生(H元～H13)を除く。
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だいがくにおける
40代・50代・60歳以上の在学者数は、増加傾向。
20代の在学者数は平成12年度をピークに減少傾向。30代の在学者数は平成16年度から減少傾向。
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放送大学の年齢別在学者数の推移（大学院）
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だいがくにおける
30代・40代の在学者数（修士課程）は、大学院開設2年目の平成15年度に大幅に増加したものの、平成16年度に大幅に減
少し、その後、微減傾向。

※平成15年度に教員の専修免許状取得の経過措置が終了
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放送大学の職業別在学者数の推移（学部）

(注）特修生(S60～H5①)、研究生(H元～H13)、特別聴講学生（S60～S63)を除く。

だいがくにおける
会社員等については、平成21年まで減少傾向だったものの、その後は増加傾向。
専業主婦（夫）、定年等退職者については、独立項目として集計を始めた平成23年から継続して増加。

※看護師等は、平成16年度から独立項目として集計。 ※専業主婦（夫）、定年退職者は、平成23年度から。
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【学部合計：１学期】
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会社員等 自営業･自由業

農業等 他大学の学生

アルバイト･パート アルバイト等

パートタイマー 看護師等

無職（主婦を含む） 専業主婦(夫)

定年等退職者 無職

その他

(人)



放送大学の職業別在学者数の推移（大学院）

（注）特別聴講学生を含む。

（人）
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農業等 他大学の学生

アルバイト･パート アルバイト等

パートタイマー 看護師等

無職（主婦を含む） 専業主婦(夫)

定年等退職者 無職

その他

だいがくにおける
平成15年度に教員の専修免許状取得の経過措置が終了した後は、教員の在学者数は減少傾向。その他の
在学者については、ほぼ横ばい。
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【大学院（修士課程）合計：１学期】



放送大学の専攻・コース別入学者数の推移

【全科履修生（学部）、年間】

だいがくにおける

平成10年度に関東以外の全国の学習センターでも全科履修生の受け入れを開始したことにより、全専攻で全
科履修生の入学者数が増加。
その後、「発達と教育」は減少、「生活と福祉」は平成14年まで減少した後増加。
新コースでは、「心理と教育」が概ね増加傾向、「生活と福祉」が概ね減少傾向。
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生活と

福祉

3,053人

25.5%

心理と

教育

3,981人

33.3%

社会と

産業

1,700人

14.2%

人間と

文化

1,595人

13.3%

自然と

環境

856人

7.1%

情 報

783人

6.5%

平成27年度

11,968人

【全科履修生（学部）：年間】
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(※１)通信制の学部・研究科、放送大学を除く。（※２）社会人は、就業者及び主婦・高齢者等で職業に従事していない者。
(注)平成２２年度実績調査は、東日本大震災の影響を考慮し、実施していない。
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(※)放送大学を除く。
(注)平成２２年度実績調査は、東日本大震災の影響を考慮し、実施していない。

大学における正規課程以外の社会人受講者数の推移

(※１)通信制の学部・研究科、放送大学を除く。（※２）社会人は、就業者及び主婦・高齢者等で職業に従事していない者。
(注)平成２２年度実績調査は、東日本大震災の影響を考慮し、実施していない。

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

履修証明プログラムの受講者数

科目等履修生の受入れ数（社会人）

(人)
(人)

科目等履修生（社会人）、聴講生（社会人）及び履修証明プログラム受講生とも、横ばいあるいは微減の傾向である。

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

聴講生数（社会人）

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」
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大学における長期履修制度を利用した受講者数の推移

(注)平成２２年度実績調査は、東日本大震災の影響を考慮し、実施していない。

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

長 期 履 修 制 度 を 利 用 し た 受 講 者 数

(人)

長期履修制度の利用者は、増加傾向にあり、5年間で倍増している。
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大学における公開講座実施状況
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出典：文部科学省「平成26年度開かれた大学づくりに関する調査研究」（平成27年3月）

公開講座開設数

公開講座受講者数

公開講座開設大学数

（校）

（数）

（人）

公開講座を開設している大学数、公開講座開設数、公開講座受講者数ともに、年々上昇しており、公開講座受講者数について
は、20年で約3倍に増加している。
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大学における公開講座の内容別講座数と受講者数

出典：文部科学省「平成26年度開かれた大学づくりに関する調査研究」（平成27年3月）

だいがくにおける
大学における公開講座の開講数は、語学系（19.4％）及び人文教養系（17.0%）の割合が高い。
受講者数については、人文教養系（21.2％）、育児・医療・福祉系（17.3％）、芸術系（15.3％）の順で受講割合が高い。
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G 趣味系（園芸・料理など）
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K 資格取得系（簿記、色彩検定など）

E IT系（パソコン・インターネットなど）

L 地域課題解決系（地域リーダー育成、地域学な

ど）
講座数

講座数 受講者数
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出典：私立高等学校等実態調査

だいがくにおける

（人）

専修学校における科目等履修生の数は、平成23年度が1万人を超え最大となっているが、ここ数年では増加の傾向。
附帯事業の受講者数は、10年間で約2倍に伸びており、上昇傾向である。
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4．高等教育機関における
国際比較
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②２５歳以上の「学士」課程への入学者の割合

③３０歳以上の「修士」課程への入学者の割合
④３０歳以上の「博士」課程への入学者の割合

日本の短期高等教育機関、「学士」課程及び「修士」課程における社会人入学者の割合は、低いものにとどまっている。（2013年）

高等教育機関における社会人入学者割合の国際比較

（2013年）

％ ①２５歳以上の短期高等教育機関への入学者の割合

（2013年）

（2013年）
（2013年）

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）。留学生を除いた入学者に占める25歳又は30歳以上の割合
ただし、日本の数値については、 ①「学校基本統計」及び文部科学省調べによる社会人入学生数（留学生を含む）。なお、日本においては短期大学及び

専修学校（専門課程）の入学者を対象として算出。
②「学校基本統計」及び文部科学省調べによる社会人入学生数（留学生を含む）。
③「学校基本統計」による修士課程及び専門職学位課程への社会人入学生数の割合。（留学生を含む）
④「学校基本統計」による博士課程への社会人入学生数の割合。（留学生を含む）

※OECD各国平均値はOECDからの公表がされていない
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短期高等教育プログラムの卒業率はＯＥＣＤ平均が11％であるのに対し、我が国における卒業率は24％とＯＥＣＤ諸
国の中で3番目に高い割合である。

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）

短期高等教育プログラムの進学率と卒業率（全体）

短期高等教育プログラムの進学率（25歳未満）と卒業率（30歳未満）

11％

24％

7％

（％）

（％）

進学率・卒業率の比較（短期教育プログラム）

（2013年）

注１：留学生を除いて算出（2013年のデータを使用）。
注２：初回進学率並びに卒業率、及び25歳未満又は30歳未満の初回進学率並びに卒業率は、対象となり各年齢の進学率及び卒業率（初回入学者及び卒業者を該当年齢人口で除した値）を加算したもので、

現在の進学及び卒業傾向が続くと仮定した場合に、生涯のうち当該教育段階に進学及び卒業する者の割合。
注３：日本においては、短期大学、専修学校専門課程等を対象としている。

初回進学率の数値不明：オーストラリア、日本、カナダ、ハンガリー、
ノルウェー、スイス、チェコ、ドイツ、トルコ

初回卒業率の数値不明：チェコ共和国、ドイツ、チリ、アイスランド、
アイルランド、ポーランド、トルコ

25歳未満初回進学率の数値不明：トルコ、カナダ、オーストラリア、ハンガ
リー、ノルウェー、スイス、チェコ共和国、ドイツ、オランダ、日本
30歳未満初回卒業率の数値不明：チェコ共和国、ドイツ、オランダ、チリ、アイ
スランド、アイルランド、日本、ポーランド、アメリカ合衆国
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ＯＥＣＤ平均は、学士課程における進学率が55％であるのに対して、卒業率34％である。
我が国における学士課程の卒業率は44％とＯＥＣＤ諸国の中で3番目に高い割合である。
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出典：OECD Education at a  Glance  (2015）

34％

55％

学士課程の進学率と卒業率（全体）

学士課程の進学率（25歳未満）と卒業率（30歳未満）

27％

45％

注１：留学生を除いて算出（2013年のデータを使用）。
注２：初回進学率並びに卒業率、及び25歳未満又は30歳未満の初回進学率並びに卒業率は、対象となり各年齢の進学率及び卒業率（初回入学者及び卒業者を該当年齢人口で除した値）を加算したもので、

現在の進学及び卒業傾向が続くと仮定した場合に、生涯のうち当該教育段階に進学及び卒業する者の割合。
注３：日本においては、医歯薬獣等の６年制課程は含まない。

（％）

（％）

（2013年）

44％

初回進学率の数値不明：日本、スイス、アメリカ合衆国、ノルウェー、カナダ、トルコ、
ハンガリー
初回卒業率の数値不明：チリ、エストニア、アイスランド、アイルランド

25歳未満初回進学率の数値不明：スイス、ノルウェー、カナダ、トルコ、ス
ロバキア共和国、ハンガリー、日本、アメリカ合衆国
30歳未満初回卒業率の数値不明：ベルギー、チリ、エストニア、アイスラ
ンド、アイルランド、日本、アメリカ合衆国
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修士課程における卒業率は、ＯＥＣＤ平均が15％であるのに対し、我が国は8％と低い割合である。

ただし、我が国においては、修士課程の進学率と卒業率に差がなく、修士課程に進学した者の殆どが同課程を修了してい
るといえる。
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（％）

高等教育機関の進学率と卒業率の国際比較③（修士課程）

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）

修士課程の進学率と卒業率（全体）

修士課程の進学率（30歳未満）と卒業率（35歳未満）

注１：留学生を除いて算出（2013年のデータを使用）。
注２：初回進学率並びに卒業率、及び25歳未満又は30歳未満の初回進学率並びに卒業率は、対象となり各年齢の進学率及び卒業率（初回入学者及び卒業者を該当年齢人口で除した値）を加算したもので、

現在の進学及び卒業傾向が続くと仮定した場合に、生涯のうち当該教育段階に進学及び卒業する者の割合。
注３：日本においては、専門職学位課程も含む。

15％
20％

8％8％

7％

（％）

進学率・卒業率の比較（修士課程）

（2013年）
初回進学率の数値不明：ノルウェー、ハンガリー、スイス、カナダ、トルコ初回卒
業率の数値不明：チリ、エストニア、アイスランド、オランダ

25歳未満初回進学率の数値不明：スロバキア共和国、ハンガリー、ノル
ウェー、スイス、カナダ、トルコ
30歳未満初回卒業率の数値不明：ベルギー、チリ、エストニア、アイスランド、
日本、オランダ、アメリカ合衆国
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1.4％
1.8％

1.0％1.0％

高等教育機関の進学率と卒業率の国際比較④（博士課程）

博士課程における卒業率は、ＯＥＣＤ平均が1.4％であるのに対して、我が国は1.0％で低い。

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）

博士課程の進学率と卒業率（全体）

博士課程の進学率（30歳未満）と卒業率（35歳未満）

注１：留学生を除いて算出（2013年のデータを使用）。
注２：初回進学率並びに卒業率、及び25歳未満又は30歳未満の初回進学率並びに卒業率は、対象となり各年齢の進学率及び卒業率（初回入学者及び卒業者を該当年齢人口で除した値）を加算したもので、

現在の進学及び卒業傾向が続くと仮定した場合に、生涯のうち当該教育段階に進学及び卒業する者の割合。
注３：日本の卒業者数には「満期退学者」（所定の年限以上在学し，所定の単位を修得したが，博士の学位を取らずに卒業した者）も含む。

1.1 ％

進学率・卒業率の比較（博士課程）

（2013年）

初回進学率の数値不明：スイス、ノルウェー、カナダ、ハンガリー、トルコ
初回卒業率の数値不明：チリ、エストニア、アイスランド

25歳未満初回進学率の数値不明：スイス、カナダ、ノルウェー、ハンガリー、ト
ルコ、ルクセンブルク、日本
30歳未満初回卒業率の数値不明：ベルギー、チリ、エストニア、アイスランド、
日本、アメリカ合衆国
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最終学歴（年代・男女別）

30～34歳における大学・大学院卒業者の割合は、男性で31.3％、女性で21.6％である。短期大学等を含めると男性で
43.5%、女性で51.8％の者が高等教育を修了していることがわかる。

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

1）在学か否かの別「不詳」を含む。
2）専修学校専門課程（専門学校）・各種学校については，入学資格や修業年限によりいずれかの学校区分に含まれる。
3) 専修学校高等課程（高等専修学校）を含む。
（資料）「平成22年国勢調査」（総務省）
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5．高等教育機関等における
推進施策
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○産業界と協働したオーダーメード型プログラムの開
発・実施の推進

・専門学校や大学等の教育機関と企業・業界団体が協働し、地域や産業
界の人材ニーズに対応した、社会人が学びやすい教育プログラムの開
発・実証

・社会人のキャリアアップに必要な高度かつ専門的な知識・技術・技能
を身に付けるための大学院プログラムの開発・実証 等

○専修学校における「職業実践専門課程」の文部科学
大臣認定

・専修学校の専門課程において、企業等との密接な連携により、最新の実務
の知識等を身に付けられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の
質の確保に組織的に取り組む専門課程を文部科学大臣が認定

・認定数：833校、2,540学科（平成28年2月時点）

○大学等における「職業実践力育成プログラム」（Ｂ
Ｐ）の文部科学大臣認定

・大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログ
ラムを「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）として文部科学大臣が認定し、社
会人の学び直しを推進

・大学等から公募を行い、有識者による審査を経て、平成２７年１２月に制度
創設後初めて１２３課程を認定し、平成２８年４月に認定されたプログラムが
開始

人材ニーズに対応する
カリキュラムの充実

○奨学金制度の弾力的運用の実施
・無利子奨学金について同学種（例：学部→学部）間

での再貸与の制限を緩和（平成26年度～）

○教育訓練給付金制度（厚生労働
省）との連携

※専門職大学院・専門学校（職業実践専門課

程）等を対象とした「専門実践教育訓練」の

指定（平成26年10月～）

・専門職学位課程（大学院）：７９講座

・職業実践専門課程（専門学校）：７６０講座

・業務独占・名称独占資格（専門学校、短大等）：

１，２３０講座

・職業実践力育成プログラム（大学等）；２３講座

経済的支援の充実 ○大学における社会人受け入れの推
進
・長期履修活用者数：４，２０６人（平成25年度）
・科目等履修生：１０，５６９人（平成25年度）
・履修証明プログラムの受講者数：

３，８００人（平成25年度）
・社会人を対象としたコースを開設：

２６９研究科（平成24年度）
・社会人入試の実施：５５１大学１，２９６学部

（平成27年度）
４６１研究科（平成24年度）

・２年未満の短期在学コースの開設：
９４研究科（平成24年度）

・通信教育を行う大学数（学部）：
２０校（平成12年度）→４５校（平成26年度）

○放送大学の機能強化
・放送授業科目のインターネット配信の実施

・放送大学における資格関連科目の充実

・オンライン授業の新規開講 など

学びやすい環境の整備

社会人の学び直しに関する課題と主な取組

主な課題
○ ５年間で大学・専門学校での社会人入学者数を倍増（１２万人→２４万人）
○ 学び直しを支援する上で、カリキュラムの充実、経済的支援の充実、学びやすい環境の整備が必要

（参考）（出典：内閣府「教育・生涯学習に関する世論調査（平成27年12月調査）」）

主な取組

58



出典：文部科学省調べ

概要

社会人特別
入学者選抜

社会人に対する特別の入学者選抜

【平成27年度実施状況】 大 学：551校 入学者： 1,175人

【平成24年度実施状況】 大学院：461校 入学者：8,144人

夜間・昼夜開
講制

社会人の通学上の利便のため昼間、夜間に授業を行う制度

【平成25年度実施状況】

大 学：夜間16校、昼夜30校，大学院：夜間24校、昼夜316校

【平成26年度実施状況】

専門学校：夜間等649学科、昼夜211校

科目等履修
生制度

大学等の正規の授業科目のうち、必要な一部分のみについてパート
タイムで履修し､正規の単位を修得できる制度

【平成25年度実施状況】（放送大学を除く）

大 学：737校、履修生：17,277人

【平成26年度実施状況】

専門学校：158校、6,565人

長期履修学
生制度

学生が職業を有しているなどの事情により、修業年限を超えて一定
の期間にわたり計画的に履修し、学位を取得することができる制度

【平成25年度実施状況】

大 学：376校、4,206人（学部896人、大学院：3,310人）

通信制 通信教育を行う大学学部、短期大学、大学院修士・博士課程及び

専門学校

【平成27年度実施状況】

大学学部：46校 213,331人、うち放送大学学部 83,642人

大学院：27校、 8,627人 大学院(修士課程のみ)：7,545人

短期大学：24,111人 専門学校：957人

専門職大学
院

高度専門職業人養成に特化した実践的教育を行う大学院

【平成27年度設置状況】114校 162専攻

うち、法科大学院54校54専攻、教職大学院27校27専攻

概要

大学院におけ
る短期在学
コース・長期在
学コース

大学院の年限を短期又は長期に弾力化したコース

但し、短期在学コース制度は修士・専門職学位課程のみ

【平成24年度設置状況】

短期在学コース ：64校

長期在学コース ：81校

履修証明制度 社会人を対象に体系的な教育プログラム（120時間以上）

を編成し、その修了者に対し、大学・専修学校等が履修
証明書を交付できる制度

【平成25年度実施状況】（放送大学を除く）

大学：83校 受講者数：3,800人

証明書交付者数：2,472人

【平成26年度実施状況】

専門学校：77校 証明書交付者数：2,435人

サテライト教室 大学学部・大学院の授業をキャンパス以外の通学の便の
良い場所で実施する取組

【平成25年度 サテライト教室の設置割合】

大学：15.9%、短大：4.5%

大学公開講座 大学等における教育・研究の成果を直接社会に開放し、
地域住民等に高度な学習機会を提供する講座

【平成25年度開設状況】

開設大学数：1,015大学等

開設講座数：39,816講座

受講者数：1,660,119人

大学等における社会人受入れの推進に関する教育関係の仕組み
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平成23年 中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」答申

専門学校

文部科学大臣

申請

認定要件等

都道府県知事等

推薦

認定

先導的試行としての「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定制度を創設
「新たな枠組み」の趣旨を専修学校の専門課程においていかしていく先導的試行として、企業等との密接な連携により、最新

の実務の知識等を身につけられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組む専門課程を
文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定する。

○ 職業教育を通じて、自立した職業人を育成し、社会・職業へ円滑に移行させること、また、学生・生徒の多様な職業教育ニーズや様々な職業・業種の人材需
要にこたえていくことが求められており、このような職業教育の重要性を踏まえた高等教育を展開していくことが必要。

○ 高等教育における職業教育を充実させるための方策の一つとして、職業実践的な教育のための新たな枠組みを整備。

⇒ 新たな学校種の制度を創設するという方策とともに、既存の高等教育機関において新たな枠組みの趣旨をいかしていく方策も検討。

- 認 定 要 件 -

○ 修業年限が2年以上

○ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成

○ 企業等と連携して、演習・実習等を実施

○ 総授業時数が1700時間以上または総単位数が62単位以上

○ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的
に実施

○ 企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施

平成25年7月 「専修学校の質保証・向上に関する調査研究協力者会議」報告

平成25年8月30日 「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程(文部科学省告示第133号)」を公布・施行

平成26年3月31日 「職業実践専門課程」を文部科学大臣が認定し、官報で告示。 4月から認定された学科がスタート
（833校、2,450学科（平成28年2月19日現在））

専門学校における職業教育の充実

「職業実践専門課程」の文部科学大臣認定制度

企業等との
「組織的連携」

取組の
「見える化」
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大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログラムを「職業実践力育成プロ
グラム」（ＢＰ）として文部科学大臣が認定
【目的】

プログラムの受講を通じた社会人の職業に必要な能力の向上を図る機会の拡大

【認定要件】

○ 大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の正規課程及び履修証明プログラム

○ 対象とする職業の種類及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表

○ 対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能を修得できる教育課程

○ 総授業時数の一定以上（５割以上を目安）を以下の２つ以上の教育方法による授業で占めている

①実務家教員や実務家による授業 ②双方向若しくは多方向に行われる討論

（専攻分野における概ね５年以上の実務経験）（課題発見・解決型学修、ワークショップ等）

③実地での体験活動 ④企業等と連携した授業

（インターンシップ、留学や現地調査等） （企業等とのフィールドワーク等）

○ 受講者の成績評価を実施 ○ 自己点検・評価を実施し、結果を公表（修了者の就職状況や修得した能力等）

○ 教育課程の編成及び自己点検・評価において、組織的に関連分野の企業等の意見を取り入れる仕組みを構築

○ 社会人が受講しやすい工夫の整備（週末・夜間開講、集中開講、ＩＴ活用等）

平成２７年３月 教育再生実行会議提言（第６次提言）
「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について」

認定により､①社会人の学び直す選択肢の可視化､②大学等におけるプログラムの魅力向上､③企業等の理
解増進を図り､厚生労働省の教育訓練給付制度とも連携し、社会人の学び直しを推進

有識者会議において、認定要件等を検討

「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度について（概要）

－ Brush up Program for professional －

※大学等からプログラムの公募を行い、平成２７年１２月に制度創設後初めて、１２３課程を認定
（今後、毎年公募を行う予定）61



【「日本再興戦略」-JAPAN is BACK-（平成25年6月14日閣議決定）】

一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～

２．雇用制度改革・人材力の強化

⑤若者・高齢者等の活躍促進 ○若者の活躍促進

・ 大学、大学院、専門学校等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な人材の育成等を行
うオーダーメード型の職業教育プログラムを新たに開発・実施するとともに、プログラム履
修者への支援を行うなど、社会人の学び直しを推進する。

専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等の教育機関、企業・業界団体、その他関係機関が協働し、地
域や産業界の人材ニーズに対応した、社会人等が学びやすい教育プログラムの開発・実証を行うとともに、高等専修学校等における
特色ある教育を推進するための教育カリキュラムの開発等を実施する。これらの取組を通じて、成長分野等における中核的専門人
材や高度人材の養成を図る。

（背景）

（事業の趣旨）

【「日本再興戦略」改訂2014-未来への挑戦-（平成26年6月24日閣議決定）】

一．日本産業再興プラン

１．緊急構造改革プログラム（産業の新陳代謝の促進）

ⅲ）サービス産業の生産性向上

・ サービス産業の革新的な経営人材の育成を目指した大学院・大学における、サービス産業に
特化した実践的経営プログラムや、専門学校等における実践的教育プログラムを開発・普及

（前年度予算額：１，５６７百万円）
平成２８年度予算額：１，５３３百万円

企業・産業界等のニーズを踏まえた

養成すべき人材像を設定・共有。

環境･エネルギー 食・農林水産 医療・福祉・健康

工業社会基盤ゲーム・ＣＧ

観光クリエイティブ ＩＴ

航空産業グローバル経営基盤

これまでの取組

コンソーシアム

全国的な標準モデルカリキュラム等の開発・実証

地域や業界団体・企業等の人材ニーズが高い分野において、社会人等を対象として就労、キャ
リアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を修得するため、様々な教育リソー
スを有する各地域の専修学校等において、地元企業や業界団体等のニーズを踏まえた「オー
ダーメード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。

地域や業界団体・企業等の人材ニーズが高い分野において、社会人等を対象として就労、キャ
リアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を修得するため、様々な教育リソー
スを有する各地域の専修学校等において、地元企業や業界団体等のニーズを踏まえた「オー
ダーメード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。

地域版学び直し教育プログラムの開発・実証

高等専修学校等において、後期中等教育段階から高等教育や就業への継続性のある教育カリ
キュラムや、特別に配慮が必要な生徒等の特性を踏まえた支援体制・教育手法（教育カリキュラ
ムや就業支援等）の開発・実証を行う。

特色ある教育推進のための教育カリキュラム等の開発・実証

専修学校等の中核的専門人材・高度人材の養成、社会人等の学び直しを全国的に推進

高等専修学校等の特色ある教育カリキュラム等を全国的に共有

・地域や産業界のニーズに対応した人材の育成

・特色ある教育カリキュラムの開発・実証

教育リソースを有する専修学校等において

「オーダーメード型教育プログラム」の開発・実証

（事業の概要）

※実施分野の例

62



○グッド・プラクティスの収集・分析
・本事業に資する取組を実践している地域の実態を調査し、

グッド・プラクティスを収集し、分析を行う。

○有識者会議による検討・提言とりまとめ
・女性の学びや再就職、起業、地域活動参画等の社会参画に関する地域の

機関・団体がネットワークを形成し、女性の学びから社会参画までを総合的
にサポートする取組の在り方について、有識者による検討を行い、提言を
とりまとめる。

男女共同参画の視点を踏まえた進路指導やキャリア教育が
行われるなど、ライフプランニング支援が一層充実

様々な分野で男女がともに活躍
多様なキャリア形成を！

高校生等

高校等の学校現場や、社会教育施設、
男女センター等における高校生向けプログラムの普及

教材、指導の
手引きの作成

男女共同参画の視点に立った
ライフプランニング支援・
キャリア教育の推進

結婚・出産、介護等を機に離職した地域の女性たち
を、学びによって、再就職、起業、地域活動参画など
の社会参画につなげる各地域の取組が充実

具体的取組① 若者のためのライフプランニング支援の推進

高校生が進路選択に当たって、就職のみならず結婚、出産、育児などのライフ
イベントを踏まえて総合的に考えることができるよう、調査研究を踏まえ教材と
指導の手引きを作成し、ライフデザイン構築のための学びを推進する。

具体的取組② 社会参画につながる女性の学びの促進

一旦離職した地域の女性人材を対象に、学びを通じた社会参画を促進するた
め、地域の関係機関・団体によるネットワークの形成とその取組の在り方を検
討し、全国に普及する。

女性の学びの促進に関する有識者会議

女性の学び応援フェスタの開催

○普及のためのフェスタの開催 （年１回）

・促進会議による検討状況や地域のグッド・プラクティスを報告・発表する。
・女性の学びと社会参画に取り組む各地域による情報交換と情報発信

を行う。
・全国規模の団体・機関や民間企業等による情報提供を行う。

男女共同参画社会の実現の加速に向けた学習機会充実事業 （２７年度予算額 26,876千円）
２８年度予算額 29,070千円

情報提供

『少子化社会対策大綱』 （平成27年3月20日閣議決定）

○ライフデザイン構築のための支援

結婚、妊娠、出産、子育てなどのライフイベントや学業、キャリア形成などを含めた人生
設計を行うための教育・情報提供やコンサルティングなどを通じて、結婚・出産・子育て
や仕事との両立などに関する個人の希望を、より具体的かつ現実的な計画として持つ
ことができるよう支援を行う。その際、ライフデザインに関する標準的な教材やプログラム
についても検討を行う。

様々な分野で男女がともに活躍できる社会を目指すためには、個人の可能性を引き出す「学び」が必要不可欠

例：男女共同参画センターの講座を受講した主婦グループが、企画力や編集力を
スキルアップし、地域の見所マップを作成

→ 商工会議所との連携により町のPRにマップを利用
→ 不動産会社からコラボの依頼があり地域のミニコミ誌NPOを設立
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機密性○ 教育訓練給付

雇用保険の被保険者である者又は被保険者でなくなってから１年以内（※１）にある者が、厚生労働大臣
の指定する教育訓練を受ける場合に、訓練費用の一定割合を給付
（※１）妊娠、出産、育児等により教育訓練を開始することができない者については、最大４年に至るまで、当該理由により当該教育訓練を開始すること

ができない日数を加算することができる。

① 一般教育訓練に係る教育訓練給付金
○支給要件：被保険者期間３年以上（初回の場合は１年以上）で、当該訓練開始日前３年以内に教育訓練給付

金を受給したことがないこと。
○給付水準：教育訓練に要した費用の20％相当額（上限10万円）

○対象訓練：雇用の安定及び就職の促進に資すると認められる教育訓練。医療・福祉関係、事務関係
等幅広く指定されており、現在指定講座数は10,056講座。

② 専門実践教育訓練に係る教育訓練給付金（中長期的なキャリア形成支援措置）【平成26年10月１日施行】

○支給要件：被保険者期間10年以上（初回の場合は２年以上）で、当該訓練開始日前10年以内に教育訓練給付
金を受給したことがないこと。

○給付水準：教育訓練に要した費用の40％相当額（上限年間32万円）を、受講状況が適切であることを確認
した上で、６か月ごとに支給。加えて、訓練修了後１年以内に、資格取得等し、被保険
者として雇用された（又は雇用されている）場合には、当該教育訓練に要した費用の20％相当額
（上限年間16万円）を追加支給

○対象訓練：専門的・実践的であると認められる以下の訓練について指定（指定講座数2,092講座）
・ 業務独占資格又は名称独占資格のうち、いわゆる養成施設の課程：１，２３０講座

（期間は、１年以上３年以内でかつ取得に必要な最短期間）

・ 専門学校の職業実践専門課程：７６０講座 （期間は、２年）

・ 専門職大学院：７９講座 （期間は、２年以内（資格取得につながるものにあっては、３年以内で取得に必要な最短期間））

・ 職業実践力育成プログラム：２３講座
（期間は、正規課程は1年以上2年以内、特別の課程は時間が120時間以上かつ期間が２年以内)

・ 情報通信技術に関する資格取得を目標とした課程：平成28年10月より指定
（時間が120時間以上かつ期間が２年以内）

（※２）②専門実践教育訓練を受講する45歳未満の若年離職者には、基本手当の50％を訓練受講中に２箇月ごとに支給（教育訓練支援給付金。平成
30年度までの暫定措置） 64



6．公的職業訓練の状況
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（１）対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険受給者

（２）訓練期間：概ね３月～１年

（３）給付金：雇用保険法に基づく各種手当

（基本手当＋受講手当（500円／訓練日）＋通所手当＋寄宿手当）を支給

※訓練を受講する場合、基本手当給付日数の延長措置あり

（４）実施機関

○国（ポリテクセンター）

主にものづくり分野の高度な訓練を実施（金属加工科、住宅リフォーム技術科等）

【運営費】交付金

○都道府県（職業能力開発校）

地域の実情に応じた多様な訓練を実施（木工科、自動車整備科等）

【運営費】交付金＋都道府県費

○民間教育訓練機関等（都道府県からの委託訓練）

事務系、介護系、情報系等モデルカリキュラムなどによる簡易な訓練を実施

【運営費】委託費：標準上限6万円／人月

※一部コースにおいて、訓練修了者の就職率に応じて委託費の額に差を設

け、就職へのインセンティブを高めている（5万円～7万円／人月）

離
職
者
向
け
（
無
料
（
テ
キ
ス
ト
代
等
は
実
費
負
担
）
）

（１）対象：在職労働者（有料）

（２）訓練期間：概ね2日～5日

（３）実施機関：○国（ポリテクセンター） 【運営費】交付金

○都道府県 【運営費】交付金＋都道府県費

（１）対象：高等学校卒業者等（有料）

（２）訓練期間：1年又は2年

（３）実施機関：○国（ポリテクカレッジ） 【運営費】交付金

○都道府県 【運営費】交付金＋都道府県費

学
卒
者

向
け

在
職
者

向
け

公共職業訓練 求職者支援訓練

（３）給付金：職業訓練受講給付金

（月10万円＋交通費（所定の額））の支給

※本人収入が月８万円以下等、一定の要件を満たす場合

（４）実施機関

○民間教育訓練機関等（訓練コースごとに厚生労働大臣が認定）

【運営費】訓練実施機関に対する奨励金

＜実践コース＞訓練修了者の就職率に応じて奨励金の額に差を設け、就職へのイ
ンセンティブを高めている（5万円～7万円／人月）

＜基礎コース＞受講者数に応じた定額制（6万円／人月）

実践コースの主な訓練コース

・ 介護系（介護福祉サービス科等）

・ 情報系（Webクリエイター養成科等）

・ 医療事務系（医療・調剤事務科等）等

（１）対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険を受給できない方

（２）訓練期間： ３～６か月

平成26年度
公共職業訓練実績

（確定値）

合計 国（ポリテクセンター等） 都道府県

受講者
数（人）

就職
率

受講者数
（人）

就職率
受講者数

（人）
就職率

離職者訓練 134,201 － 30,238 － 103,963 －

うち施設内 39,951 83.2% 29,843 86.3% 10,108 76.4%

うち委託 94,250 74.2% 395 86.6% 93,855 74.2%

在職者訓練 102,887 - 51,750 - 51,137 -

学卒者訓練 18,378 96.5% 5,730 99.4% 12,648 95.7%

合計 253,590 - 87,718 - 165,872 -

平成26年度求職者支援訓練 実績 受講者数合計：55,002人
（基礎コース）16,458人 就職率：53.0％ （実践コース）38,544人 就職率：57.6％

ジョブ・カードを活用し、訓練実施機関（注：一部は職業紹介の許可を取得）とハローワークで連携して就職支援を実施。

公的職業訓練（公共職業訓練・求職者支援訓練）の全体像職業訓練の状況①（公的職業訓練の全体像）
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職業訓練の状況②（民間委託訓練の内訳）

２．離職者訓練における委託先機関別の受講者数内訳

51.0%

21.8%

8.0%

7.3%

4.0%
3.0%

2.3% 1.6% 1.0% 株式会社等

専修学校・各種学校等

事業主・事業主団体

社会福祉法人

職業訓練法人

ＮＰＯ法人

大学等

一般公益法人

その他

株式会社等

大学等

専修学校・各種学校等

➢ 民間に委託している離職者訓練のうち、株式会社立機関の受講者数が最も多く５１％。
専修学校・各種学校等が次いで多く２１．８％。大学等は２．３％。（平成２６年度）

出典：厚生労働省 67



7．社会教育関係施設における状況
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5,773,017 6,309,362 
8,248,285 7,972,707 7,105,133 

5,546,523 

13,445,472 
10,974,490 

10,567,217 
8,087,092 

7,129,408 
7,087,421 

8,997,727 
10,013,791 

11,073,255 

12,456,887 
13,038,152 

10,896,159 

1,421,025 
1,848,441 

1,949,696 

1,119,949 1,624,320 

1,743,442 420,446 510,365 

495,532 

615,889 
687,842 

603,094 

159,000 
218,172 

280,366 
234,325 

336,113 

299,739 

1,588,922 
1,351,716 

1,728,964 
1,819,415 1,417,910 

953,979 

985,019 

624,832 

30,384,584 
29,377,896 

32,393,619 
33,727,289 34,172,338 

29,704,885 

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

平成７年度 平成１０年度 平成１３年度 平成１６年度 平成１９年度 平成２２年度

生涯学習センター

文化会館

女性教育施設

青少年教育施設

博物館類似施設

博物館

公民館

都道府県・市町村首長部局

都道府県・市町村教育委員会

社会教育関係施設における施設等別の学級・講座受講者数の推移

出典：社会教育調査
注：博物館及び博物館類似施設は平成17年度調査（平成16年度間）から、生涯学習センターは平成20年度（平成19年度間）から調査している。

（人）

〇社会教育関連施設で学級・講座を受講した者は年間約２，９７０万人（平成２２年度）。
〇施設のうち最も多いのは、公民館で年間約１，０９０万人が受講。
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9.7%

27.0%

19.5%

22.0%

0.6%

14.9%

0.8%
5.4%

教養の向上

趣味・けいこごと

体育・レクリエーション

家庭教育・家庭生活

職業知識・技術の向上

市民意識・社会連帯意識

指導者育成

その他

公民館における学習内容別 学級・講座受講者数の割合

出典：平成２３年度社会教育調査

〇公民館における学級・講座受講者数の学習内容別の内訳は、多いものから順に、
①趣味・けいこごと（２７％）、②家庭教育・家庭生活（２２％）、
③体育・レクリエーション（１９．５％）、④市民意識・社会連帯意識 （１４．９％）。

〇「職業意識・技術の向上」については、０．６％。

家庭教育・
家庭生活

市民意識・
社会連帯意識

体育・
レクリエーション

趣味・
けいこごと

職業知識・技術
の向上
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８．民間教育施設における状況
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文部科学省認定社会通信教育※の年間受講者数は、平成25年度までは減少が続いていたが、平成26年度からは増加に
転じている。

※民間で行われている通信教育のうち、学校又は一般社団法人若しくは一般財団法人の行う通信教育で社会教育上奨励すべきものを社会教育法の規定に基づき文部科学
大臣が認定し、普及奨励を図っているもの。

社会通信教育の年間受講者数の推移

出典：文部科学省「文部科学省認定社会通信教育に関する調査」

だいがくにおける

※四捨五入のため、内訳と合計が異なる場合がある。
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文部科学省認定社会通信教育※の年齢構成は、平成22年度以降、40歳以上の割合が39歳以下の割合の倍以上を占める
ようになっている。

※民間で行われている通信教育のうち、学校又は一般社団法人若しくは一般財団法人の行う通信教育で社会教育上奨励すべきものを社会教育法の規定に基づき文部科学大
臣が認定し、普及奨励を図っているもの。

社会通信教育の受講者の年齢構成の推移

だいがくにおける

73
出典：文部科学省「文部科学省認定社会通信教育に関する調査」



カルチャーセンター等の受講者数・利用者数

だいがくにおける
カルチャーセンター等※の受講者数・利用者数は、外国語会話教授を除き、合計人数を含めて、平成21年調査との比較では

減少している。 ※教養・技能教授業

2,307,405 
1,235,887 1,329,107 1,772,541 

987,604 

784,795 860,073 
1,513,287 

10,581,134 

8,482,575 8,356,969 

9,422,293 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

H21調査

(対象期間：H20.11-H21.10)
H22調査

(対象期間：H21.11-H22.10)
･･････ H25調査

(対象期間：H24.1-H24.12)
H26調査

(対象期間：H25.1-H25.12)

その他の教養・技能教授

外国語会話教授

カルチャーセンター

出典：経済産業省「特定サービス産業実態調査」

※ 経済産業省「特定サービス産業実態調査」において「教養・技能教授業」について調査を開始したのは平成２１年調査。また、平成２３・２４年は実施していない。
※ 「教養・技能教授業」の調査対象は、音楽教授業、書道教授業、生花・茶道教授業、そろばん教授業、外国語会話教授業、スポーツ・健康教授業、その他の教養・技能教授業を行

う事業所（教室）などである。
※ 「カルチャーセンター業務」とは、「事業所の事業形態」として、カルチャーセンター（領域の異なる複数の講座を開設しており、主となる事業形態を特定できない事業所（文化・芸術

分野に関する事業を行う事業所を意味するものではない））を選んだ事業所の教養・技能教授業務。
※ 「外国語会話教授業務」とは、「事業所の事業形態」として、カルチャーセンターを選ばなかった事業所のうち、英会話教室（各種学校でないもの）、外国語教室（各種学校でないも

の）などによるもの。
※ 「その他の教養・技能教授業務」とは、「事業所の事業形態」として、カルチャーセンターを選ばなかった事業所のうち、「外国語会話教授業務」以外の教養・技能教授業務。

(人)
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